
工事請負契約書（案）

工 事 名 鳴門教育大学（高島）基幹・環境整備（受変電設備）工事

請負代金額 金 円也
うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金 円也

上記消費税及び地方消費税の額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条
の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０を乗じて得た額である。

発注者国立大学法人鳴門教育大学長佐古秀一と受注者
との間において、上記の工事（以下「工事」という。）について、上記の請負代金額で、次の条項に
よって請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

第１条 受注者は、別冊の図面及び仕様書に基づいて、工事を完成するものとする。
第２条 工事は、徳島県鳴門市鳴門町高島字中島７４８番地（鳴門教育大学高島団地構内）において
施工する。

第３条 着工時期は、令和６年 月 日とする。
第４条 完成期限は、令和７年３月２８日とする。
第５条 完成通知書は、国立大学法人鳴門教育大学総務部施設課に送付するものとする。
第６条 請負代金は、２回以内に支払うものとする。
第７条 請負代金については、金 円を前払いするものとする。
第８条 請負代金の請求書は、国立大学法人鳴門教育大学総務部施設課に送付するものとする。
第９条 請負代金は、適法な請求書を受理した日の属する月の翌月２５日までに支払うものとする。
ただし、前記の支払日が土曜日、日曜日、祝日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日
に最も近い休日でない前日とする。

第10条 受注者は、工事の目的物及び工事材料について、建設工事保険契約をするものとする。
第11条 契約保証金は、納付する。ただし、有価証券等の提供又は金融機関若しくは保険事業会社の
保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を
付し、又は履行保証契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。

第12条 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次に掲げる場合のいずれかに該当したと
きは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代金額（本契約締結後、請負代金額の変更があった
場合には、変更後の請負代金額）の１０分の１に相当する額を違約金（損害賠償額の予定）として
発注者の指定する期間内に支払わなければならない。
一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法
律第５４号。以下「独占禁止法」という。)第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者で
ある事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受
注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項(独占禁止法第８条の３において準用する場合を含
む。)の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が
確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された
場合を含む。）。

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの
命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に対し
て行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われて
いないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号に
おいて「納付命令又は排除措置命令」という。）において、本契約に関し、独占禁止法第３条
又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条
第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引
分野が示された場合において、本契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正
取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課
徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含
む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４
０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１
号に規定する刑が確定したとき。

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求
に基づき、請負代金額の１０分の１に相当する額のほか、請負代金額の１００分の５に相当する額



を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。
一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第７条の３第
２項又は第３項の規定の適用があるとき。

二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第４号に規定する刑に係る確定
判決において、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。

３ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることができない。
４ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合におい
て、発注者が その超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。

第13条 受注者が前条の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間
を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延利
息を発注者に支払わなければならない。

第14条 この契約についての必要な細目は、国立大学法人鳴門教育大学が定めた国立大学法人鳴門教
育大学契約事務取扱細則及び国立大学法人鳴門教育大学工事請負等契約要項によるものとする。

第15条 国立大学法人鳴門教育大学工事請負等契約要項別記第１号工事請負契約基準第１０第１項第
２号中の「専任の主任技術者」を「主任技術者」及び「専任の監理技術者」を「監理技術者」に読
み替えるものとする。

第16条 別記の工事請負契約基準第３７を次のとおり読み替えるものとする。
第３７ 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この工事にお
いて償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険
料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。ただし、平成２８年４月
１日から令和７年３月３１日までに、新たに請負契約を締結する工事に係る前払金で、令和６年４月１日
から令和７年３月３１日までに払出しが行われるものについては、前払金の１００分の２５を超える額及
び中間前払金を除き、この工事の現場管理費及び一般管理費等のうちこの工事の施工に要する費用に係る
支払いに充当することができる。

第17条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者受注者間にお
いて協議して定めるものとする。

第18条 本契約に関する訴えの管轄は、国立大学法人鳴門教育大学所在地を管轄区域とする徳島地方
裁判所とする。

この証として、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。

令和 年 月 日

発注者 徳島県鳴門市鳴門町高島字中島７４８番地
国立大学法人鳴門教育大学長

佐 古 秀 一

受注者


